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れも “Key Attributes” を参考にして新制度の導入が行われた。なお、イギリスにお
いては、2013年金融サービス（銀行改革）法などの追加的な調整が行われた。イン
グランド銀行は2014年10月にベイルインを含む金融破綻処理の全体像を示している
























































































































３　Too Big to Fail からの脱却とベイル・イン（bail in）の採用
ここで、金融破綻処理の国際標準としての“Key Attributes”の背景とし
て、Too Big to Failの変遷をたどってみたい。





行わずに救済するというToo Big to Failの政策が採用されたのである。し

































































ベイルインにより損失を吸収してToo Big to Failから脱却するために
は、金融機関の損失吸収力を高める必要があり、このため総損失吸収力
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（25）　これは “Key Attributes” が廃止を求めるベイルアウトに該当する可能性がある。
207金融破綻処理における“Too Big to Fail”の終焉（比護）
る。すなわち、預金保険法の立場は、業界負担という原則において“Key 
Attributes”と同じであるが、業界負担が金融システムの不安をもたらすと
いう特殊なSystemic Exceptionとしての例外を認めたものである。FSBと
すれば、原則を少しでも緩めれば結局公的負担へのバイアスが働いてしま
うので好ましくない、例外措置を認めざるを得ない状況はこれを避ける努
力をすべきだし、また、万一やむを得ない場合はその時点での立法か緊急
避難措置で対応すべきだというのであろう。FSBの指摘はもっともではあ
るが、125条の措置は健全な金融機関等が破綻処理の費用を負担できない
という極めて例外的かつやむを得ない場合であって、これによってモラル
ハザードが発生することは考えにくいと思われる。
なお、FSBの指摘のうち、「システム上重要でない負債」について、無
担保無保険の債権者に損失を負担させるベイルインの基準について明確な
基準を設けるべきことは当然である。
ウ　「破綻処理制度の特定分野」について
新しく金融破綻処理の対象となった保険会社、証券会社等の処理につい
ては、銀行等預金金融機関とは監督当局も異なるし、金融機関として異な
る特性があるので、FSBの提言通りそれらに配慮した制度とすべきことは
当然である。ただし、法制度というよりも、実務上の執行体制の問題とし
て十分な対応が期待されるのではないか。
また、外国当局との協力関係の構築が必要かつ重要であることもいうま
でもないことである。この点についても、外国当局との協議の中で実務的
な協力関係を構築する中で、必要があれば倒産法の改正も含めて国内法を
整備すべきものと考える。
エ　「破綻処理の実施についての裁判所の承認が要請されること」について
FSBの問題意識は、米国において金融破綻処理が一般倒産法から独立し
て監督当局から管財人（Receiver）に指名されたFDICが裁判所の制約を
まったく受けずに破綻処理を行うこと、“Key Attributes”においても、行
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政手続としての金融破綻処理は司法手続に優先することを期待しており、
欧州各国の新法制においてもその趣旨を踏まえた新法制が導入されつつあ
るのと現状認識から、行政手続としての金融破綻処理と司法手続が併存す
る我が国の法制は非効率なものとなっているのではないかということであ
る。たとえば、ベイルインにしても、我が国の制度は破綻処理当局による
ベイルインすなわち債権者の権利の縮減が認められず、民事再生法ないし
会社更生特例法に委ねる必要がある。わが国では米国等と異なり行政手続
による債権者の権利の縮減は憲法上の問題があるとの指摘もあるが、これ
まで必ずしも十分な議論が行われていない。諸外国で認められることがな
ぜわが法制では困難なのか、金融システムの安定という政策目的を公共の
福祉の１つとして説明し、迅速な金融破綻処理を優先させた上で、事後的
に債権者等が損害賠償等の裁判（司法手続）で争うことを認めればよいの
ではないか、今後の課題として検討する必要があるものと考えられる。
 （以上）
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